
伊予市新型コロナウイルス感染症対策中小企業等応援給付金交付要綱 

 

  令和２年９月１８日 

伊予市告示第１３２号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動に支障が生じてい

る中小企業等の事業継続を下支えするため、市が予算の範囲内で伊予市新型コロナウイ

ルス感染症対策中小企業等応援給付金（以下「給付金」という。）を交付することについ

て必要な事項を定めるものとする。 

（交付対象者） 

第２条 交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該

当する者とする。 

⑴ 個人にあっては本市の住民基本台帳に登録されている者、法人にあっては市内に主

たる事業所を有する者 

⑵ 給付金の受給後も引き続き事業を継続する意思がある者 

⑶ 市税を完納している者 

⑷ 国の持続化給付金又は県のえひめ版創業者持続化緊急給付金（以下「国県給付金」と

いう。）の支給を受けていない者 

⑸ 個人にあっては代表者、法人にあっては役員等が暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でない者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは、交付対象者としな

いものとする。 

⑴ 農林漁業を営む個人 

⑵ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第５項に規定する「性風俗関連特殊営業」又は当該営業に係る「接客業務受託

営業」を行う事業者 

⑶ 政治団体 

⑷ 宗教上の組織又は団体 

⑸ その他市長が適当でないと認める者 

（交付要件） 

第３条 給付金の交付を受けることができる者は、次の各号に掲げる要件を全て満たすも

のとする。 

⑴ 令和２年２月から同年１２月までの間において、新型コロナウイルス感染症の影響

を受け、１か月の事業収入が前年同月比で３０パーセント以上減少又は連続する２か

月の事業収入が、前年同期比で２０パーセント以上減少していること。 



⑵ 直近の税務申告において、年間事業収入が１２０万円以上であること。 

２ 前条の規定にかかわらず、平成３１年２月から令和２年３月までに新規開業した者

で、事業収入が前年と比較ができない場合又は年間事業収入が１２０万円に満たない場

合は、この限りでない。 

（交付額） 

第４条 交付する給付金の額は、個人にあっては２０万円、法人にあっては４０万円と

し、交付は１回限りとする。 

（交付申請） 

第５条 給付金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、令和２年１０

月１日から令和３年１月３１日までに、伊予市新型コロナウイルス感染症対策中小企業

等応援給付金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 個人又は法人の別及び業種が分かる書類 

⑵ 前年の事業収入が確認できる書類その他第３条第１項第１号の規定に該当している

ことが確認できる書類の写し（同条第２項に規定する場合においては、伊予市新型コ

ロナウイルス感染症対策中小企業等応援給付金に係る収入等申立書（様式第１号の

２）） 

⑶ 市税完納証明書 

⑷ 振込先が分かる書類の写し 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

（給付金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、申請者に対し、伊予市新型コロナウイルス感染症対策中小企業等応援給付金交付決

定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

（給付金の請求） 

第７条 前条の規定により給付金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、

給付金を請求しようとするときは、伊予市新型コロナウイルス感染症対策中小企業等応

援給付金請求書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書を受理したときは、速やかに給付金を交付するものとする。 

（報告） 

第８条 申請者は、給付金の申請後に、国県給付金を受けることとなった場合は、持続化

給付金等受給報告書（様式第４号）により、市長に報告しなければならない。 

（検査等） 

第９条 市長は、給付金の交付の適正な執行を図るため、交付決定者に対し必要に応じて

検査を行い、又は報告を求めることができる。 

（決定の取消し及び返還） 



第１０条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、給付金の交付決

定を取り消し、伊予市新型コロナウイルス感染症対策中小企業等応援給付金交付決定取

消通知書（様式第５号）により交付決定者に通知するものとする。この場合において、

既に給付金が交付されているときは、伊予市新型コロナウイルス感染症対策中小企業等

応援給付金返還請求書（様式第６号）により、市長はその返還を命ずることができる。 

⑴ 国県給付金を受けることとなったとき。 

⑵ 偽りその他不正な手段により給付金の決定を受けたとき。 

⑶ この要綱の規定に違反したとき。 

（書類の保存等） 

第１１条 交付決定者は、給付金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備えるととも

に、当該給付金の交付を受けた年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならな

い。 

（その他）  

第１２条 この要綱に定めるもののほか、給付金に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

 この告示は、令和２年９月１８日から施行する。 

附 則（令和２年１０月１９日告示第１５２号） 

 この告示は、令和２年１０月１９日から施行する。 

 


